道本部ＨＰ【１２月２７日】

官邸お庭番日誌　第13号　

  2010年12月27日

 先週24日、来年度予算編成が終わり、一般会計で総額92兆4千億円余の予算案が閣議決定された。 税収が全体の歳入の中で40%足らずでしかなく、まことに心細いものになっている。野田財務大臣は、来年度からは消費税を含む抜本改革は避けられないとの発言をされたと言うが、遅きに失した嫌いがあるが、もっともなことであろう。

 もはや、消費税を含む大幅増税なくして日本の財政は立ち行かなくなっていることは間違いないわけで、社会保障の将来像を早く確定させ、国民に正直に負担増の中身を明らかにしていく作業が急がれる。 
 もっとも、岡田幹事長が予算や税制改革案についての修正協議の余地を発言されたとの報道があるが、与野党逆転のもとこの予算案をどのように通していくのか、いまだに明確な国会戦略が組み立てられていないわけで、来年の通常国会開会前までにはその展望を示していかなければなるまい。 小沢喚問、２大臣問責、参議院過半数割れの3大関門をどのように突破していけるのか、予算編成以上に困難な課題が待ち受けている。

 与謝野さんたちとの連立話もあるが、菅政権の正念場である。

■高橋洋一『消費税「増税」はいらない』を読む

　予算案が編成される中、いろいろな本を読んでいたのだが、財務省OBでみんなの党の理論的なバックボーンを務めていると思われる高橋洋一嘉悦大学教授の書かれた最新の『消費税「増税」はいらない』(講談社)が目に留まり、早速読んでみた。

 高橋教授の本は、氏が未だ財務省の理財局におられるころから注目してきた一人であり、財務省に対して厳しい姿勢をとっておられることにも理解しつつ、これまで財政や金融問題など勉強させていただいてきたのだが、税制問題についてはこれまであまり指摘がなかったように思われる。
 税制を中心にしてどのように捉えておられるのか、その点だけに限って小生なりに感想を述べてみたい。

■高橋教授、滞納(未納)が増えても年金は持ちますよ

　ただ、税制について触れられている中で、年金問題についての言及がある。この点については見逃すことができないので、先ずこの点について触れてみたい。

 結論から言えば、高橋教授の年金に対する理解は、多くの民主党の皆さん方が現在の年金制度を根本的に改革しようとされたときの誤解である「未納(滞納)が増えると年金が持たない」と同一の視点に立っておられる。氏は先ほどの著書で次のように述べている。

「・・・、現役世代に約四割も滞納者がいたのでは、公的年金制度が成り立たない。滞納者の増加は、年金制度を根本から揺るがしかねないのだ」(157ページ参照)

　高橋教授は、2年前社会保障国民会議で、わざわざシミュレーションをして国民年金の滞納(未納)があっても、年金財政はほとんど影響しないと言う計算結果をご存じないのだろう。

 年金未納(滞納)者の増大によって、未納(滞納)者の将来の年金がもらえなくなるだけであり、年金財政はほとんど微動だにしないのだ。未納(滞納)者の増大は、その方たちの老後の生活保障をどのようにするのか、という問題は引き起こすが、それと年金財政とは別問題である。

 高橋教授には、是非とも次の著作を、先ずは読んでいただくようお勧めしたい。細野真宏『「未納が増えると年金が破綻する」って誰が言った?----世界一わかりやすい経済の本』(扶桑社者新書)

■高橋教授、2004年の年金改革をもう一度理解してください

 更に、氏は年金財政が危機的状況にあるとして「年金特別会計」を2001年3月末時点での欠損額を計算され、厚生年金で552兆円、国民年金で73兆円となり、国の借金よりも重大だと結論付けられている。

 これも、積み立て方式という今ではあまり聞かなくなった論議の延長戦で考慮されており(かつて高山憲之一橋大学教授が唱えられたことの繰り返し)、2004年の改革の際にマクロ経済スライドが導入されるなど、大きく改革されたことを理解されていないのではなかろうか。

 積み立て方式で、2001年度末で一度清算すれば確かにその時点では赤字ではあるが、人口動態や経済成長率などの前提を置いて、長期的に年金財政が現在保有している基金を最悪でも1年分にまで保有できるよう改革がなされたことが考慮されていないようだ。

 尤も、デフレが継続しているためにマクロ経済スライドが一度も機能していないため、その点での問題が深刻になっていることは認めざるをえないが、氏は2004年の改革についてまったく言及されていない。もう一度、過去(と言っても直近なのだ)の年金改革について、きちんと検証して発言してもらいたいものだ。

 年金問題は、基本的に数理計算なので、高橋教授のように理数系の権威であれば、このような誤解は氷解するに違いない。
 特に年金問題では、アクチャリーの方たちが一番現在抱えている年金問題を理解されているように思われる。

■消費税を地方税の基幹税化するには、国境調整がハードルに

 さて、税制の問題である。紙数が少なくなったのであまり多くのことが述べられないのだが、焦点になっている消費税について問題を指摘させていただきたい。

 それは、消費税を地方税に相応しい、とされている点である。確かに、ヨーロッパの付加価値税が導入されている国では、社会保障の目的税にしているところはほとんどないわけで、日本で消費税を社会保障の目的税にすることに対する違和感をもたれているのは理解できなくもない。

 ただ、「実際、海外では消費税は地方の財源で、これがオーソドックスなやり方だ」(163ページ)と言われているのだが、アメリカは単段階の小売売上税が州税で、消費税は入っていない。 一番の問題は、消費税は自治体ごとに税率を変更できないのでは、ということである。日本でも道州制を入れて消費税率を道州ごとに変えることは可能だといえば可能なのだが、そのためには道州ごとに国境調整をして、税率の違いを乗り越える必要がある。

 景気変動に影響を受けにくい安定した財源で、地方税に向いているように思えるのだが、自治体ごとの税率設定が困難である。

 社会保障財源に、というのは国民の消費税に対する反発が強いため、国民生活向上に使うのだと訴えなければなかなか納得してもらえない、ということにある。

 所得税の累進性を高めて負担増で賄えるべきでは、というのは正論ではあるが、サラリーマン層を直撃するだけに、政治的には困難さが増す。 特に、金融所得が分離課税のため、金融面での高額所得者は10%の低税率でしかないのが現実なのだ。

 総合課税が理想だが、世界各国ではなかなか理想的には行かなくなっている。

